






















際競争力を再考する。第 3 章では、TCM/SMD 並立型組織の課題及びトランスナショナル・
コーポレーションとしての TCM/SMD 融合型組織確立のための要件について論ずる。第 4 章
は本稿の結論である。








































































































Transaction Cost Minimization）型組織と呼んでいる（注６）。TCM 型組織を確立すること
が折衷理論のいう内部化の優位性（Internalization (I) Advantage）に相当する。
































　　　　（毎年のフローベース：単位：百万米ドル） （UNCTAD WIR2009 より筆者作成）
こうした、マクロ経済的な競争劣位が深刻になると日本の海外直接投資は、急増する。図
















おける立地の競争劣位（Location Disadvantage）に対しては図表 3 に示されるように、次の
二つの対応策が考えられる。すなわち、

















































































100 社（2007 年ベース）の国別内訳は、①米国：20 社、②英国：15 社、③フランス：14 社、
④ドイツ：13 社、⑤日本：10 社、の順であった。その一方、発展途上国を出自とする多国籍
企業が 7 社、この上位 100 社の中に入った。ハチソン・ワンポア（香港）、セメックス（メキ
シコ）、LG グループ（韓国）、サムスン電子（韓国）、ペトロナス（マレーシア）、現代モータ
ー（韓国）および CITIC（中国）の 7 社である。これに対し、1993 年時点では、上位 100 社
には発展途上国を出自とする多国籍企業は皆無であった。このことから、発展途上国多国籍
企業の発展が急であることが窺える。また、発展途上国をベースとする多国籍企業 100 社に
ついては、当然この 7 社を含むが、国別には、香港企業（26 社）が最も多く 、台湾企業（14
社）、シンガポール企業（11 社）と中国企業（11 社）がそれに次ぐ。それに次ぐのは南アフ


























一方、先進国企業に比して、発展途上国企業の有利な点として、先の Khanna. Tarun and 








































あり、2009 年のフォーチュン 500 社のうちの 105 位、売上 618.6 億米ドルとなった。ホンハ
イ社は、ソニーやアップルの下請けとして、製品の供給を行っている。なお、2009 年のフォ
ーチュン 500 社のうちの電子・電機分野の日本企業では、東芝は売上高 662.3 億米ドルで 97












ズムが存在するものと考える。このメカニズムこそが前項で紹介した、Khanna. Tarun and 






































































































































































































すなわち、部品開発に際しての企業内取引費用曲線（C1 Curve, C1* Curve）、市場取引費
用曲線（C2 Curve, C2* Curve）、戦略曲線（ST Curve, ST* Curve）を表す図表６において、
「非日本型選好」の SMD 型組織の組立企業が、同じ「非日本型選好」の SMD 型組織の部品
企業に「特殊品」としての中間財の一部の開発を発注しようとしても、余りにも大きくなる
取引費用（企業内取引費用 C1* と市場取引費用 C2* の総和である戦略曲線 ST* によって表さ
れる）を削減する手段がないために戦略曲線 ST* 上の取引費用最小化点であるＷ点、すなわ
ち、組立企業内での 100% の新製品の研究開発しか手段が残されていない。　



































図表６　 部品開発に際しての企業内取引費用曲線（C1 Curve, C1* Curve）、市場取引費用曲
















































































場合には、TCM 型組織とは対照的に、企業内取引費用曲線は C1*、市場取引費用曲線は C2*、
そして、戦略曲線は ST*、の形状となり、特殊度が十分に高い部品の開発に際しては、組立
企業内での開発しか手段がない。この場合の取引費用 W は、「日本型選好」の TCM 型組織


























得 5,000-35000 米ドルで定義されるアジアの「中間所得者層」は、2000 年には、2.2 億人であ
ったが、2010 年には、9.4 億人の見込みであり、2020 年にはさらに、それから倍増して 20 億
人に達するとの見方もある。また、同じ通商白書 2010 によれば、世帯可処分所得 35,000 米ド
ル以上で定義されるアジアの「富裕層」は、2000 年には、0.3 億人であったが、2010 年には、
0.6 億人に増加の見込みであり、2020 年には 2.3 億人に達するとの見方もある（図表 7 参照）。
　
図表 7　アジアの「ファーストベスト市場」と「セカンドベスト市場」 （筆者作成 2010）
一方、内閣府によれば、日本の一人当たり国内総生産は、2008 年実績で 38,371 米ドル（1995
年実績 42,086 米ドル）であり、また、厚生労働省によれば、日本の一世帯あたり平均所得は













































































日本の自動車会社ホンダはベトナムで 1 台 20 万円の二輪車を売り出し、10 万台程度の売上




































































































































































　問題点の多くの原因は、前項の対応策 1 をとろうと 2 を取ろうと、日本企業の海外現地



























Advantage）と「日本型選好」（L Advantages）と「TCM 型組織」（I Advantage）とが三位
一体となった日本企業の国際競争力は堅持しなければならない。
これが、TCM 型 /SMD 型並立型の組織が必要とされる所以である。次節では、TCM/
SMD 並立型組織と TCM/SMD 融合型組織について論ずる。
第 3節　TCM/SMD並立型組織と TCM/SMD融合型組織





社機構も含めた SMD 型組織のネットワークを、従来の TCM 型組織のネットワークと並立す
る形で構築することである。TCM 型 /SMD 型並立型の組織では、ハイリスク、ハイリター
ンの急進的な「革新的イノベーション」をトップダウンで推進することが必要であり、TCM
型 /SMD 型並立型組織全体の COE は、自らの責任で、これを推進できる体制を構築しな
ければならない。ボトムアップ型の TCM 型組織からなるクローズド・ネットワークの体系






図表 9　TCM/SMD 並立型組織の概念図 （手島茂樹　2010）



































































よる開発と生産」（O Advantage）と「日本型選好」（L Advantages）と「TCM 型組織」（I 
Advantage）とが三位一体となった日本企業の国際競争力が、「汎用品化」と「新興国市場の
勃興」という世界経済の新局面の中で、国際競争力を維持するためには、組織イノベーショ




















（注５）「特殊品」の定義。英文参考文献⑪、O. Williamson は、“The Economic Institutions of Capitalism,”
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